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１１．個別財務諸表等 

（１）貸 借 対 照 表 
                                 （単位：千円 千円未満切捨） 

当       期 
（平成 1３年９月３０日現在） 

前       期 
（平成１２年９月３０日現在） 

増減（△） 期  別 
 
科  目 金    額 構成比 金    額 構成比 金  額 

（資 産 の 部）   ％  ％  

Ⅰ流 動 資 産       

１ 現 金 及 び 預 金 ※２ ５８９，８９９ 
 

３８７，６８３  ２０２，２１５ 

２ 受  取  手  形  ６５０，９１４ 
 

７６４，５２８  △ １１３，６１４ 

３ 売 掛 金  ３，８４６，８６８  ３，８３３，２８１  １３，５８６ 

４ 有 価 証 券 ※２ －  ２１１，４０４  △ ２１１，４０４ 

５ 商 品  ４８６，８５４  ５２４，９８８  △  ３８，１３４ 

６ そ の 他 ※３ ７８，９１３  ８７，３１１  △   ８，３９７ 

 貸 倒 引 当 金  △ ２１，９７６  △ ２９，１０８  ７，１３１ 

 流 動 資 産 合 計  ５，６３１，４７４ 68.8 ５，７８０，０９０ 72.3 △ １４８，６１６ 

Ⅱ固 定 資 産       

(1) 有 形 固 定 資 産 ※１
２ 

     

１ 建 物  ４４５，４５９  ４２４，１８６  ２１，２７３ 

２ 土 地  １，０７９，０６５  １，０６３，２９２  １５，７７２ 

３ そ の 他  １０１，６７３  ８３，９５４  １７，７１８ 

 有形固定資産合計  １，６２６，１９８ 19.9 １，５７１，４３４ 19.7 ５４，７６４ 

(2) 無 形 固 定 資 産  ７，８４１ 0.1 ７，９９７ 0.1 △    １５６ 

(3) 投資その他の資産       

１ 差 入 保 証 金  ４０２，７９６  ３９４，５５６  ８，２４０ 

２ 投 資 有 価 証 券  ２９５，５４０  １２，６７６  ２８２，８６４ 

３ そ の 他  ２２０，７９１  ２２７，８５８  △  ７，０６７ 

 貸 倒 引 当 金  △  １，９４２  △  １，９０２  △     ４０ 

 投資その他の資産合計  ９１７，１８６ 11.2 ６３３，１８８ 7.9 ２８３，９９７ 

 固 定 資 産 合 計  ２，５５１，２２６ 31.2 ２，２１２，６１９ 27.7 ３３８，６０６ 

 資 産 合 計  ８，１８２，７００ 100.0 ７，９９２，７１０ 100.0 ３３８，６０６ 
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（単位：千円 千円未満切捨） 

当        期 
（平成１３年９月３０日現在） 

前       期 
（平成１２年９月３０日現在） 

増減（△） 期  別 
 
科  目 金    額 構成比 金    額 構成比 金   額 

（負 債 の 部）   ％  ％  

Ⅰ流 動 負 債       

１ 支 払 手 形  ７４４，７８０  ８２５，４０９  △  ８０，６２８ 

２ 買 掛 金  ３，３３６，１９２  ３，２９８，０９４  ３８，０９８ 

３ 未 払 法 人 税 等  ９５，７７０  ９９，８６５  △   ４，０９４ 

４ 賞 与 引 当 金  ３３，０００  ３４，０００  △   １，０００ 

５ そ の 他  １０５，７４４  ９８，４６３  ７，２８０ 

 流 動 負 債 合 計  ４，３１５，４８８ 52.7 ４，３５５，８３２ 54.5 △  ４０，３４４ 

Ⅱ固 定 負 債       

 長 期 未 払 金  －  ９１，０７６  △  ９１，０７６ 

 退 職 給 付 引 当 金  ８６，０７１  －  ８６，０７１ 

 役員退職慰労引当金  １０４，２２７  －  １０４，２２７ 

 固 定 負 債 合 計  １９０，２９８ 2.3 ９１，０７６ 1.1 ９９，２２１ 

 負 債 合 計  ４，５０５，７８６ 55.1 ４，４４６，９０９ 55.6 ５８，８７７ 

（資 本 の 部）       

Ⅰ資   本   金  ７５３，７００ 9.2 ７５３，７００ 9.5 － 

Ⅱ資 本 準 備 金  ８１４，４００ 10.0 ８１４，４００ 10.2 － 

Ⅲ利 益 準 備 金  ９８，０００ 1.2 ９１，０００ 1.1 ７，０００ 

Ⅳそ の 他 の 剰 余 金       

(1) 任 意 積 立 金       

 別 途 積 立 金  １，７４５，０００  １，６４５，０００  １００，０００ 

(2) 当 期 未 処 分 利 益  ２２９，８７９  ２４１，７０１  △  １１，８２１ 

 その他の剰余金合計  １，９７４，８７９ 24.1 １，８８６，７０１ 23.6 ８８，１７８ 

Ⅴ その他有価証券評価差額金 ※４ ３５，９３４ 0.4 －  ３５，９３４ 

 資 本 合 計  ３，６７６，９１３ 44.9 ３，５４５，８０１ 44.4 １３１，１１２ 

 負 債 ・ 資 本 合 計  ８，１８２，７００ 100.0 ７，９９２，７１０ 100.0 １８９，９９０ 
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（２）損 益 計 算 書 
                               （単位：千円 千円未満切捨） 

当       期 
自平成１２年１０月１日 
至平成１３年９月３０日 

前       期 
自平成１１年１０月１日 
至平成１２年９月３０日 

増 減 （ △ ） 
期  別 

 
 
科  目 金    額 百分比 金   額 百分比 金   額 

   ％  ％  

Ⅰ 売 上 高  １７，７３４，９４５ 100.0 １８，１５０，０２１ 100.0 △  ４１５，０７５ 

Ⅱ 売 上 原 価  １５，７５３，７９５ 88.8 １６，１３５，３９５ 88.9 △  ３８１，６００ 

 売 上 総 利 益  １，９８１，１５０ 11.2 ２，０１４，６２６ 11.1 △   ３３，４７５ 

Ⅲ 販売費及び一般管理費  １，５７１，９１６ 8.9 １，５７０，８３７ 8.7 １，０７８ 

 営 業 利 益  ４０９，２３４ 2.3 ４４３，７８９ 2.4 △   ３４，５５４ 

Ⅳ 営 業 外 収 益  ３３，４８９ 0.2 ２９，０９３ 0.2 ４，３９５ 

Ⅴ 営 業 外 費 用  １，３２１ 0.0 ９，６９８ 0.0 △    ８，３７６ 

  経 常 利 益  ４４１，４０２ 2.5 ４６３，１８３ 2.6 △   ２１，７８２ 

Ⅵ 特 別 損 失 ※1 ９５，５１１ 0.5 １３９，４０２ 0.8 △   ４３，８９１ 

 税 引 前 当 期 純 利 益  ３４５，８９０ 2.0 ３２３，７８１ 1.8 ２２，１０９ 

 法人税、住民税及び事業税  ２００，４９１ 1.1 ２２２，１３８ 1.2 △   ２１，６４７ 

 法 人 税 等 調 整 額  △  ２０，２４９ △0.1 △ ５７，４３４ △0.3 ３７，１８４ 

 当 期 純 利 益  １６５，６４９ 1.0 １５９，０７７ 0.9 ６，５７２ 

 前 期 繰 越 利 益  ６４，２２９  ６３，１５０  １，０７９ 

 過年度税効果調整額  －  １９，４７３  △   １９，４７３ 

 当 期 未 処 分 利 益  ２２９，８７９  ２４１，７０１  △   １１，８２１ 
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（３）利 益 処 分 案 
                                 （単位：千円 千円未満切捨） 

当      期 
自平成１２年１０月１日 
至平成１３年９月３０日 

前      期 
自平成１１年１０月１日 
至平成１２年９月３０日 

増減（△） 
 

金       額 金       額 金    額 

 当 期 未 処 分 利 益  ２２９，８７９ ２４１，７０１ △ １１，８２１ 

 これを次のとおり処分します     

 利 益 準 備 金  ７，０００ ７，０００ － 

 利 益 配 当 金  ６８，５４４ ６３，９７１ ４，５７２ 

 役 員 賞 与 金  － ６，５００ △  ６，５００ 

 任 意 積 立 金     

  別 途 積 立 金  ９０，０００ １００，０００ △ １０，０００ 

 次 期 繰 越 利 益  ６４，３３５ ６４，２２９ １０５ 
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重要な会計方針 
１有価証券の評価基準及び評
価方法 

その他有価証券 
時価のあるもの 
決算期末日の市場価格等に基づく時価法（評価差額は、全部資本 
直入法により処理） 

 時価のないもの 
移動平均法による原価法 

 （追加情報） 
金融商品については、当会計年度より金融商品に係る会計基準（｢金
融商品に係る会計基準の設定に関する意見書｣（企業会計審議会 
平成 11 年 1 月 22 日））を適用し、有価証券の評価基準及び評価方
法（その他有価証券で時価のあるものについては、移動平均法によ
る低価法（洗い替え方式）から決算末日の市場価格等に基づく時価
法（評価差額は全部資本直入法により処理）に）について変更して
おります。 
また、期首時点で保有する有価証券の保有目的を検討し、投資有価
証券として表示しております。これにより有価証券は、 
２１１，４０４千円減少し、投資有価証券は、２１１，４０４ 
千円増加しております。なお、損益に与える影響は軽微であります｡ 

２棚卸資産の評価基準及び評 
価方法 

総平均法による原価法 

  
３固定資産の減価償却の方法 (１)有形固定資産の減価償却は、法人税法の規定に基づく定率法ただ

し、平成１０年度の税制改正に伴い、平成１０年４月１日以降に
取得した建物（建物附属設備を除く）については、法人税法に定
める定額法を採用しております。 

(２)無形固定資産に含まれているソフトウェア（自社利用分）は、社
内における見込利用可能期間（5年）による定額法 

(３)長期前払費用は、法人税法の規定に基づく均等償却法 
  
４引当金の計上基準 (１)貸倒引当金 
   債権の貸倒による損失に備えるため、一般債権については貸倒実 

績率により、貸倒懸念債権等特定の債権については個別に回収可 
能性を検討し、回収不能見込額を計上しております。 

 (２)賞与引当金 
 従業員に対して支給する賞与の支出に充てるため、支給見込額に

基づき計上しております。 
 (３)退職給付引当金 
 従業員の退職給付に備えるため、当会計年度末における退職給付 

債務及び年金資産に基づき、当会計年度末において発生している 
と認められる額を計上しております。 
なお、会計基準変更時差異は発生しておりません。 
（追加情報） 
  当会計年度から退職給付に係る会計基準（｢退職給付に係る会計
基準の設定に関する意見書｣（企業会計審議会 平成１０年６月
１６日））を適用しております。適格退職年金制度における過去
勤務費用については、前会計年度より過去勤務費用の未償却残高
を未払計上し、発生時に費用として計上する方法に変更したため
会計基準変更時差異は発生しておりません。 
また、期首時点で計上していた適格退職年金の過去勤務費用に係
る未払金は、退職給付引当金に含めて表示しております。 
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 (４)退職退職慰労引当金 
 役員に対する退職慰労金の支出にそなえるため、内規に基づく期 

末要支給額を計上しております。 
（会計処理の変更） 
従来、当社は、役員退職慰労金については、支出時の費用とし 
て計上しておりましたが、当会計年度より｢役員退職慰労金内 
規｣に基づく期末要支給額を役員退職慰労引当金として計上す 
る方法に変更しております｡ 
この変更は、下期において｢役員退職慰労金内規｣の改定が行わ
れ、役員の年齢構成、在任年数を考慮すると将来において多額
の支払が見込まれるため、役員の在任期間に対応して費用配分
することにより期間損益の適正化及び財務体質の一層の健全
化を図るために行われたものであります｡ 
この変更により、過年度引当金相当額９０，４２７千円は特別
損失、当期発生額１３，８００千円は販売費及び一般管理費に
計上しております。 
この結果、従来と同一の基準を適用した場合に比べ、営業利益
及び経常利益は、１３，８００千円、税引前当期純利益は、 
１０４，２２７千円少なく計上されております。 
なお、当中間会計年度は、従来の方法によっておりますので、 
当中間会計年度は、変更後と同一の基準を採用した場合に比べ 
て、営業利益及び経常利益は、７，５７７千円、税引前中間純 
利益は、９８，００４千円多く計上されております。 

５リース取引の処理方法 リース物件の所有権が借主に移転すると認められるもの以外のファ
イナンス・リース取引については、通常の賃貸借取引に係る方法に準
じた会計処理によっております。 

６その他の財務諸表作成のた
めの重要な事項 

消費税等の会計処理 
税抜方式によっております。 
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注記事項 
（貸借対照表関係） 
                            （単位：千円 千円未満切捨） 

当             期 前             期 
（平成１３年９月３０日現在） （平成１２年９月３０日現在） 

※1 有形固定資産の 
減価償却累計額 

７０２，９３３ ※1 有形固定資産の 
減価償却累計額 

 ６６２，５６２ 

      
※2 担保に供している資産 ※2 担保に供している資産 
 預 金 １０，０００   預 金 ３０,０００  
 投資有価証券 ２１，４６７   有 価 証 券 １３,９５５  
 土     地 ５３，５３４   土      地 ５３,５３４  
 計 ８５，００１   計 ９７,４８９  
※3 
 

自己株式の数及び貸借対照表価額 
株  数         ４００  株 
金  額         ２８５千円 

※3 自己株式の数及び貸借対照表価額 
株  数         ６００ 株 
金  額          ６４６千円 

※4 商法第 290 条第 1 項第 6号に規定され
ている時価を付したことにより増加し
た純資産の額は、３５，９３４千円で
あります｡ 

  

 

（損益計算書関係） 
                              （単位：千円 千円未満切捨） 

当               期 前             期 
自平成１２年１０月 １日 自平成１１年１０月 １日 
至平成１３年 ９月３０日 至平成１２年 ９月３０日 

※1 特別損失の主要項目 ※1 特別損失の主要項目 
 固定資産除却損 ２，４１０  固定資産除却損 ２３７ 
 投資有価証券評価損 ５００  会員権評価損 ２５，３２０ 
 会員権評価損 ２，１７４  過去勤務費用償却額 １１３，８４５ 
 過年度役員退職慰労

引当金繰入額 
９０，４２７    
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（リース取引関係） 
                                 （単位：千円 千円未満切捨） 

当              期 
自平成１２年１０月 １日 
至平成１３年 ９月３０日 

前              期 
自平成１１年１０月 １日 
至平成１２年 ９月３０日 

１．リース物件の所有権が借主に移転すると認め
られるもの以外のファイナンス・リース取引 

（１）リース物件の取得価額相当額､ 減価償却累計
額相当額及び期末残高相当額 

１．リース物件の所有権が借主に移転すると認め
られるもの以外のファイナンス・リース取引 

（１）リース物件の取得価額相当額､ 減価償却累計
額相当額及び期末残高相当額 

 什  器 
備 品 

車 両 
運 搬 具 

 
合   計 

 什   器 
備   品 

車   両 
運  搬 具 合    計 

取 得 価 額 
相 当 額 

261,606 7,290 268,896 
取 得 価 額 
相 当 額 

185,258 11,310 196,568 

減価償却累
計額相当額 

108,447 6,972 115,419 
減価償却累
計額相当額 

71,187 9,708 80,895 

期 末 残 高 
相 当 額 

153,159 317 153,477 
期 末 残 高 
相 当 額 

114,071 1,601 115,672 

（注）なお、取得価額相当額は、有形固定資産の期
末残高等に占める未経過リース料期末残高
の割合が低いため、財務諸表等規則第８条の
６第２項の規定に基づき、支払利子込み法に
より算定しております。 

（注）なお、取得価額相当額は、有形固定資産の期
末残高等に占める未経過リース料期末残高
の割合が低いため、財務諸表等規則第８条の
６第２項の規定に基づき、支払利子込み法に
より算定しております。 

（２）未経過リース料期末残高相当額 （２）未経過リース料期末残高相当額 

   １  年  内         50,970 
１  年  超                102,507  

       合       計                 153,477  

   １  年  内         37,819  
１  年  超                 77,853  
 合       計                 115,672  

（注）なお、未経過リース料期末残高相当額は、有
形固定資産の期末残高等に占めるその割合
が低いため、財務諸表等規則第８条の６第２
項の規定に基づき、支払利子込み法により算
定しております。 

（注）なお、未経過リース料期末残高相当額は、有
形固定資産の期末残高等に占めるその割合
が低いため、財務諸表等規則第８条の６第２
項の規定に基づき、支払利子込み法により算
定しております。 

（３）支払リース料及び減価償却費相当額 
   支払リース料           46,898 
  （減価償却費相当額）      

（３）支払リース料及び減価償却費相当額 
   支払リース料          39,112 
    （減価償却費相当額）                 

（４）減価償却費相当額の算定方法 （４）減価償却費相当額の算定方法 
   リース期間を耐用年数とし､ 残存価額を零

とする定額法によっております。 
   リース期間を耐用年数とし､ 残存価額を零

とする定額法によっております。 
２．オペレーティング・リース取引 
  未経過リース料 
      １  年  内                    8,826 
      １  年  超                  15,681   
       合   計            24,507 

２．オペレーティング・リース取引 
  未経過リース料 
      １  年  内         11,816 
      １  年  超               13,321   
       合    計              25,137   

３．転貸リース取引 
（１）当期末における未経過受取リース料 
     １  年  内                     4,620    
     １  年  超                    2,310 
      合   計                  6,930 
（２）当期末における未経過支払リース料 
     １  年  内                     4,620    
     １  年  超                    2,310 
      合   計                  6,930 

３．転貸リース取引 
（１）当期末における未経過受取リース料 
     １  年  内                     4,620    
     １  年  超                    6,930    
      合   計                 11,550  
（２）当期末における未経過支払リース料 
     １  年  内                     4,620    
     １  年  超                    6,930    
      合   計                 11,550 
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（有価証券） 
 ※当連結会計年度に係る｢有価証券｣（子会社及び関連会社株式で時価のあるものを除く）に関する注

記については、連結財務諸表における注記事項として記載しております。 

  なお、当事業年度（自 平成１２年１０月１日 至 平成１３年９月３０日）における子会社株式

及び関連会社株式で時価のあるものはありません。 

           

（税効果会計関係） 
１． 繰延税金資産及び繰延税金負債の発生の主な原因別の内訳 

   ①流動の部 

    繰延税金資産 

未払事業税否認      ８，０２６千円 

賞与引当金損金算入限度額超過額     ６，８４７千円 

 

その他      ８７３千円 

繰延税金資産小計    １５，７４７千円 

   ②固定の部 

    繰延税金資産 
 退職給付引当金     ３５，９２６千円 
 役員退職慰労引当金  ４３，５０４千円 

貸倒引当金損金算入限度額超過額      １，９４０千円  

その他      ４０千円 

 繰延税金資産小計    ８１，４１１千円 

繰延税金負債  
 その他有価証券評価差額金 ２５，７４５千円 

 繰延税金資産純額    ５５，６６６千円 

繰延税金資産合計 ７１，４１３千円 
  

 

２．法定実効税率と税効果会計適用後の法人税等の負担率との差異の原因となった主な項目別の内訳 

  法定実効税率                         ４１．７％ 

  （調整） 

   交際費等永久に損金に算入されない項目             ５．２％ 

   住民税均等割等                        ２．８％ 

   その他                            ２．４％ 

 

  税効果会計適用後の法人税等の負担率              ５２．１％ 
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１２．役員の異動 
 

（平成１３年１２月２０日予定） 
 
（１）新任監査役候補      
 

非常勤監査役   江川 達雄（現 ㈱日栄東海 代表取締役社長） 
 
（２）退任予定取締役          飯田 洋一郎（現 取締役仙台支店長） 
 
（３）退任予定監査役          湯瀬 紀夫（現 常勤監査役） 


